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Ⅰ 高崎市の人口の現状 

 

１  高崎市の人口動向 

（ １ ） 人口推移 

本市の人口は、 2 0 2 5 年（ 令和７ 年） 現在、 停滞傾向にあり ますが、 高齢世代の死亡数が

大幅に増加するこ と による人口減少の可能性が見込まれます。  

（ ２ ） 社人研の人口推計 

国立社会保障・ 人口問題研究所（ 社人

研） の推計によると 、 2 0 ２ 0 年（ 令和2

年） の3 7 2 ,9 7 3 人をピーク に減少に転

じ ると 推計さ れており 、 最新の推計では

2 0 4 0 年（ 令和2 2 年） に3 4 8 ,8 2 5 人と

なり 、 ピーク 時の9 3 .5 ％まで減少すると

見込まれています。  

し かし 、 2 0 1 3 年（ 平成2 5 年） の社人

研の推計では、 2 0 4 0 年（ 令和2 2 年） に

3 3 1 ,0 9 4 人まで減少すると さ れていた

も のが、 2 0 1 8 年（ 平成3 0 年） の推計で

は3 3 6 ,4 5 0 人と なり 、 さ ら に2 0 2 3 年（ 令和５ 年） の推計では3 4 8 ,8 2 5 人と なるなど、

推計ごと に将来推計人口が上方修正さ れています。  

 

図２  本市の人口推移と 社人研による人口推計（ 人）  

 

出典： 総務省「 国勢調査」 、 国立社会保障・ 人口問題研究所「 日本の地域別将来推計人口」  

49,344 223,474 98,066

46,119 220,800 106,054

323,403

338,297
346,933

353,879 358,465
364,919

371,302 370,884 372,973 369,221
363,458

356,745
348,825

340,034
330,734

78,738 75,105
64,365

57,356

54,165 52,890

51,837 49,298 46,009 41,528 38,324 36,651 36,160 35,069 33,140

214,964

228,295
239,990 244,308 242,186 239,871

232,305
221,228

215,425 219,745
214,743

205,489

190,953
180,634

173,532

29,683
34,897

42,147

52,190

61,955
72,114

83,806

97,466
105,034 107,948 110,391 114,605

121,712 124,331 124,062

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

1980
(S55)

1985
(S60)

1990
(H2)

1995
(H7)

2000
(H12)

2005
(H17)

2010
(H22)

2015
(H27)

2020
(R2)

2025
(R7)

2030
(R12)

2035
(R17)

2040
(R22)

2045
(R27)

2050
(R32)

総人口

年少人口

生産年齢人口

老年人口

実績値 社人研推計値

図１  社人研による将来推計人口 



2 

 

（ ３ ） 人口構造の変化 

   1 9 ９ 0 年（ 平成２ 年） の本市の人口ピラ ミ ッ ド は若年層が高齢者層を支える安定的なつ

り 鐘型でし たが、 全国的な傾向と 同様に第３ 次ベビーブームが起こ ら なかっ たこ と も あり 、

少子高齢化が進み、 2 0 ５ 0 年には、 若年層よ り 高齢者層が多く なるつぼ型になると 予測さ

れています。  

図３  本市の人口ピラ ミ ッ ド の変化 

安定的な人口ピラ ミ ッ ド （ つり 鐘型）                     （ つぼ型）  
      1990( H2）             2020( R2)              2050( R32)    

 
 
 
 

年齢３ 区分別の人口を 見ると 、 年少人口（ 0 ～1 4 歳） 及び生産年齢人口（ 1 5 ～6 4 歳） が

今後も 減少する一方で、 老年人口（ 6 5 歳以上） は増加を続け、 2 0 5 0 年（ 令和 3 2 年） に

は 2 0 2 0 年（ 令和 2 年） と 比較し 、 年少人口は－1 2 ,8 6 9 人（ 2 8 ％減）、 生産年齢人口は－

4 1 ,8 9 3 人（ 1 9 ％減）、 老年人口は＋1 9 ,0 2 8 人（ 1 8 ％増） と なると 見込まれています（ １ 頁図

２ 参照）。 こ の人口構造の変化を 6 5 歳以上の高齢者１ 人を支える生産年齢人口の数値でみる と 、

1 9 9 0 年（ 平成 2 年） は 5 .7 人、 2 0 2 0 年（ 令和 2 年） は 2 .1 人、 2 0 5 0 年（ 令和 3 2 年） に

は、 団塊ジュ ニア世代の多く が老齢人口と なるこ と も あり 、 高齢者１ 人を 1 .4 人で支える 状況に

なると 見込まれています。  

図４  本市の年齢３ 区分別人口構成比の推移 

 

出典： 総務省「 国勢調査」 、 国立社会保障・ 人口問題研究所「 日本の地域別将来推計人口」  
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出典： 総務省「 国勢調査」、 国立社会保障・ 人口問題研究所「 日本の地域別将来推計人口」  
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（ ４ ） 人口動態（ 自然増減・ 社会増減） の推移 

人口の増減は、 出生と 死亡によっ て変動する「 自然増減」 と 、 引越などの出入り による

「 社会増減」 の２ つの要因により 起こ り ます。  

 

① 自然増減 

出生数は減少、 死亡数は増加が続いており 、 2 0 1 0 年（ 平成2 2 年） には、 死亡数

（ 3 ,4 2 9 人） が出生数（ 3 ,2 4 3 人） を上回り まし た。 2 0 1 0 年以降は、 死亡数が出生数を

上回る「 自然減」 が続いており 、 2 0 2 4 年（ 令和6 年） には、 自然増減数は、 2 ,7 7 0 人減と

なっ ています。  

今後、 若年女性人口の減少と 高齢人口の増加が同時に進むこ と から 、 さ ら に自然減は進む

こ と が見込まれます。  

 

図５  本市の出生数・ 死亡数の推移（ 人）  

 

出典： 総務省「 住民基本台帳に基づく 人口、 人口動態及び世帯数に関する調査」  
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１ 人の女性が一生に産む子ども の人数と さ れる「 合計特殊出生率」 は、 年によっ てばら つ

き があり 、 群馬県や全国平均と 比較すると 高い数値ではあり ますが、 近年減少傾向にあり 、

2 0 2 3 年（ 令和5 年） には、 1 .3 2 と なっ ています。  

 

 

図６  本市の合計特殊出生率の推移 

 

出典： 厚生労働省「 人口動態統計」、 群馬県「 人口動態統計」  

 

図７  合計特殊出生率の全国比較（ 2023 年）  

 

出典： 厚生労働省「 人口動態調査」  
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出生数に大き く 関係する1 5 歳から 4 9 歳の女性人口（ 出産適齢女性人口） の推移をみる

と 、 2 0 １ 5 年（ 平成2 7 年） までは、 若干の増加傾向を示し ていまし たが、 ４ ０ 歳代の団塊

ジュ ニア世代の波と と も に、 出産適齢期女性の総数が大き く 減少し 、 併せて出生数も 減少し

ていく も のと 見込まれています。  

 
図８  本市の年齢階層別出産適齢女性（ 15～49 歳） 人口の推移（ 人）  

 

出典： 高崎市住民基本台帳 
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各年の出生数を出生順位別（ 何回目の出産か） にみると 、 全体の出生数が減少傾向にある

中で、 第２ 児以上の出生数は、 第１ 児の出生数と 比べて変動幅が少なく なっ ています。  

また、 出産し た女性の年齢別割合の推移を みると 、 2 0 0 5 年（ 平成1 7 年） 前後は、 3 0 歳

を 越えての出産数が約5 6 ％でし たが、 2 0 2 2 年（ 令和４ 年） 前後では、 約6 6 ％まで上昇し

ています。 こ れは主に3 5 歳以上の出生数が増加し たこ と が要因と 考えら れ、 更に出産適齢

女性人口に占める3 5 歳以上の人口割合も 上昇傾向であるため、 晩産化が進んでいるこ と を

裏付けており 、 全国的にも 同様の傾向を示し ています。  

 
表１  本市の出生順位別出生数及び母の年齢別出生数の推移（ 人）  

 

 
2004( H16) ～2006( H18) の平均             2021( R3) ～2023( R5) の平均 

出典： 群馬県「 人口動態調査」  
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3,395 3,503 3,420 3,352 3,484 3,332 3,270 3,180 3,154 3,054 3,129 3,013 2,964 2,986 2,752 2,602 2,525 2,479 2,368 2,324

内訳１

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5
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② 社会増減 

本市の転入者と 転出者の差の動き である社会増減は、 おおむね転入者が転出者を上回る「 社

会増」 の状態が続いています。 2 0 2 ４ 年（ 令和６ 年） には、 転入者1 4 ,1 1 7 人、 転出者

1 3 ,1 1 6 人の1 ,0 0 1 人増と なっ ています。  

 

図９  本市の転入者数・ 転出者数の推移（ 人）  

 

出典： 総務省「 住民基本台帳に基づく 人口、 人口動態及び世帯数に関する調査」  
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本市における人口の流入流出状況（ 県内・ 県外）  

 

図 10 本市の人口流入の状況（ 県内上位 10 市町村 過去 5 年間の平均）  
 

 

 

 

図 11 本市の人口流出の状況（ 県内上位 10 市町村 過去 5 年間の平均）  
 

 

出典： 群馬県「 移動人口調査」  
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転入者数から 転出者数を差し 引いた純移動数の過去５ 年間の平均値をみると 、 県内において

は、 富岡市、 藤岡市から の流入が多く 、 全体でも 2 6 市町村から 人口が流入し ています。 流出

数を 差し 引く と 年間約5 0 0 人が増加し ているこ と になり ます。  

 

表２  本市の純移動数（ 転入－転出） の推移（ 人）（ 県内）  

 
出典： 群馬県「 移動人口調査」（ 純移動数の平均が多い順に表示）  

2020

(R2)

2021

(R3)

2022

(R4)

2023

(R5)

2024

(R6)
５ 年計

純移動数

の平均

富 岡 市 100 76 105 61 116 458 92

藤 岡 市 67 86 81 95 127 456 91

前 橋 市 77 82 36 108 38 341 68

渋 川 市 94 87 64 32 37 314 63

沼 田 市 63 26 26 66 68 249 50

安 中 市 28 37 23 74 63 225 45

桐 生 市 38 56 28 15 37 174 35

中之条町 39 2 14 31 25 111 22

下仁田町 13 21 18 20 19 91 18

東吾妻町 31 7 8 18 21 85 17

みな かみ町 ▲ 3 13 20 17 25 72 14

草 津 町 16 8 23 13 2 62 12

嬬 恋 村 9 12 20 8 5 54 11

長野原町 17 15 9 ▲ 3 14 52 10

太 田 市 22 3 41 ▲ 46 31 51 10

甘 楽 町 3 1 9 14 5 32 6

高 山 村 ▲ 1 2 3 15 13 32 6

南 牧 村 10 10 6 3 1 30 6

昭 和 村 15 1 ▲ 4 6 5 23 5

邑 楽 町 2 10 0 2 7 21 4

上 野 村 4 4 5 6 0 19 4

川 場 村 ▲ 5 11 ▲ 4 5 7 14 3

玉 村 町 ▲ 65 45 ▲ 1 27 8 14 3

神 流 町 0 7 0 ▲ 2 2 7 1

片 品 村 ▲ 4 6 6 ▲ 5 4 7 1

みど り 市 ▲ 19 29 ▲ 7 5 ▲ 6 2 0

板 倉 町 0 ▲ 7 ▲ 4 3 8 0 0

明 和 町 1 ▲ 1 1 2 ▲ 3 0 0

千代田町 ▲ 1 2 ▲ 1 3 ▲ 9 ▲ 6 ▲ 1

榛 東 村 16 10 ▲ 25 ▲ 38 21 ▲ 16 ▲ 3

館 林 市 ▲ 12 ▲ 21 1 3 6 ▲ 23 ▲ 5

大 泉 町 ▲ 13 ▲ 1 ▲ 8 ▲ 2 1 ▲ 23 ▲ 5

伊勢崎市 ▲ 10 ▲ 22 ▲ 47 ▲ 7 ▲ 53 ▲ 139 ▲ 28

吉 岡 町 ▲ 48 ▲ 26 ▲ 43 ▲ 27 ▲ 33 ▲ 177 ▲ 35

計 484 591 403 522 612 2,612 522
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図 12 本市の人口流入の状況（ 上位 10 都道府県等 過去 5 年間の平均）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 13 本市の人口流出の状況（ 上位 10 都道府県等 過去 5 年間の平均）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 群馬県「 移動人口調査」  

  

新潟県 
324 人 

茨城県 
299 人 

埼玉県 
1, 349 人 

栃木県 
363 人 

千葉県 
450 人 

東京都 1, 481 人 

神奈川県 
606 人 

長野県 
348 人 

国外 
556 人 

その他の都道府県から

の転入 1, 887 人 

新潟県 
247 人 

長野県 
271 人 

栃木県 
349 人 

茨城県 
281 人 

千葉県 
492 人 

埼玉県 
1, 594 人 

東京都 1, 742 人 

神奈川県 
731 人 

国外 
636 人 

愛知県 
226 人 

その他の都道府県への

転出 1, 749 人 

愛知県 
203 人 
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県外においては、新潟県、長野県などから 人口が流入し ているも のの、東京都（ 年間約 2 6 0 人）、

埼玉県（ 年間約 2 5 0 人） など首都圏を中心に人口が流出し ており 、 差し 引き 、 年間約 4 5 0 人の

減少と なっ ています。  

 
表３  純移動数（ 転入－転出） の推移（ 人）（ 県外）  

 
出典： 群馬県「 移動人口調査」（ 純移動数の平均が多い順に表示）  

 2020(R2)  2021(R3)  2022(R4)  2023(R5)  2024(R6)
過去5年間

の合計

純移動数

の平均

長　 　 野 56 117 96 54 64 387 77

新　 　 潟 54 100 50 105 76 385 77

北 海 道 25 44 8 1 35 113 23

青　 　 森 18 10 19 40 13 100 20

富　 　 山 1 38 9 34 12 94 19

山　 　 形 0 28 21 24 19 92 18

茨　 　 城 36 4 ▲ 13 56 6 89 18

岩　 　 手 8 2 1 53 21 85 17

栃　 　 木 32 4 21 29 ▲ 16 70 14

岡　 　 山 13 14 10 17 14 68 14

広　 　 島 27 ▲ 8 2 23 20 64 13

静　 　 岡 ▲ 16 16 ▲ 9 4 64 59 12

福　 　 島 9 3 34 ▲ 2 13 57 11

岐　 　 阜 10 ▲ 7 27 21 1 52 10

秋　 　 田 18 17 ▲ 7 10 9 47 9

福　 　 井 0 4 17 5 16 42 8

大　 　 分 12 11 ▲ 9 3 16 33 7

山　 　 梨 ▲ 5 ▲ 1 14 10 12 30 6

山　 　 口 ▲ 9 5 2 13 17 28 6

鳥　 　 取 13 5 10 3 ▲ 4 27 5

高　 　 知 7 4 1 6 8 26 5

宮　 　 城 18 29 ▲ 14 ▲ 10 3 26 5

滋　 　 賀 9 3 7 0 ▲ 3 16 3

鹿 児 島 1 ▲ 9 20 ▲ 3 6 15 3

熊　 　 本 6 6 14 ▲ 9 ▲ 2 15 3

香　 　 川 11 ▲ 8 4 7 0 14 3

島　 　 根 9 1 7 2 ▲ 6 13 3

三　 　 重 2 ▲ 17 0 18 1 4 1

佐　 　 賀 9 ▲ 3 5 ▲ 1 ▲ 8 2 0

沖　 　 縄 ▲ 20 15 13 0 ▲ 10 ▲ 2 0

長　 　 崎 ▲ 3 3 ▲ 5 9 ▲ 6 ▲ 2 0

奈　 　 良 ▲ 3 ▲ 7 ▲ 5 10 2 ▲ 3 ▲ 1

宮　 　 崎 6 ▲ 3 6 ▲ 1 ▲ 12 ▲ 4 ▲ 1

和 歌 山 8 ▲ 9 4 ▲ 12 5 ▲ 4 ▲ 1

福　 　 岡 10 12 ▲ 25 0 ▲ 14 ▲ 17 ▲ 3

徳　 　 島 6 ▲ 4 ▲ 2 ▲ 16 ▲ 5 ▲ 21 ▲ 4

石　 　 川 4 ▲ 5 ▲ 27 ▲ 5 8 ▲ 25 ▲ 5

愛　 　 媛 ▲ 11 ▲ 1 ▲ 8 ▲ 5 ▲ 1 ▲ 26 ▲ 5

京　 　 都 ▲ 11 ▲ 9 ▲ 32 ▲ 7 ▲ 22 ▲ 81 ▲ 16

兵　 　 庫 ▲ 42 ▲ 34 ▲ 12 1 ▲ 19 ▲ 106 ▲ 21

愛　 　 知 ▲ 13 ▲ 23 ▲ 28 ▲ 32 ▲ 22 ▲ 118 ▲ 24

大　 　 阪 ▲ 35 ▲ 39 ▲ 33 ▲ 6 ▲ 28 ▲ 141 ▲ 28

千　 　 葉 ▲ 39 ▲ 50 ▲ 43 24 ▲ 101 ▲ 209 ▲ 42

国　 　 外 648 168 ▲ 310 ▲ 463 ▲ 442 ▲ 399 ▲ 80

神 奈 川 ▲ 131 ▲ 38 ▲ 98 ▲ 106 ▲ 253 ▲ 626 ▲ 125

埼　 　 玉 ▲ 357 ▲ 172 ▲ 162 ▲ 271 ▲ 264 ▲ 1,226 ▲ 245

東　 　 京 ▲ 341 17 ▲ 211 ▲ 362 ▲ 405 ▲ 1,302 ▲ 260

転 入 計 50 233 ▲ 631 ▲ 729 ▲ 1,182 ▲ 2,259 ▲ 451
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（ ５ ） 高崎市内の各地域における人口動向 

   各地域における人口動向を みると 、 人口が増加傾向にあるのは、 旧高崎地域、 群馬地域、

箕郷地域と なっ ており 、 榛名地域、 倉渕地域の人口は、 減少傾向にあり ます。 なお、 新町地

域は減少傾向にあり まし たが、 2 0 0 0 年（ 平成1 2 年） 以降横ばいで推移し ています。  

 
図 14 各地域における 人口推移（ 人）（ 左軸： 旧高崎地域、 右軸： 旧高崎地域以外）  

 

出典： 総務省「 国勢調査」      

 

2 0 2 ５ 年(令和７ 年)における各地域の年齢３ 区分別人口構成比をみると 、 最も 年少人口と

生産年齢人口の割合が高い地域は群馬地域と なっ ています。 また、 榛名地域と 倉渕地域の老

年人口の割合が高く 、 特に倉渕地域の少子高齢化が顕著と なっ ています。  

 
図 15 2025 年( 令和 7 年) における 各地域の年齢３ 区分別人口構成比 

出典： 高崎市住民基本台帳 
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２  産業別人口の状況 

   就業人口は増加傾向が見ら れ、 特に小売やサービス業など第３ 次産業の増加が顕著に見ら

れます。 産業別就業者の割合では、 本市は全国の平均的な割合に近い構成と なっ ています。  

 

図 16 本市の就業者数と 産業別就業人口数の推移（ 人）  

 

出典： 総務省「 国勢調査」  

 

図 17 2020 年における産業別就業者割合の全国比較 

 

出典： 総務省「 国勢調査」  



14 

 

Ⅱ 人口の変化が地域の将来に与える影響 

 

総人口の減少及び少子高齢化の進展により 、 市民生活や地域社会、 地域経済などに対し て

様々な影響が生じ ると 想定さ れます。  

 

１  総人口が減少するこ と による影響 

総人口の減少に伴い、 税収の減少による財政の圧迫や日常生活に欠かせない生活関連サー

ビ スの撤退により 、 人口流出の増加が予想さ れます。 また、 財政が圧迫さ れるこ と により 、

市内の公共施設や各種行政サービスの維持が困難になると 予想さ れます。 特に、 生産年齢人

口の減少は、 経済・ 産業・ 社会保障制度など、 社会全体に深刻な影響を与えるこ と が懸念さ

れます。  

 

２  年少人口（ ０ ～1 4 歳） が減少するこ と による影響 

年少人口の減少に伴い、 小中学校の統廃合問題が生じ 、 遠距離通学など児童・ 生徒への負

担が大き く なるこ と や、 現在の学校区単位でのコ ミ ュ ニティ 活動の衰退が懸念さ れます。  

 

３  生産年齢人口（ 1 5 ～6 4 歳） が減少する こ と による影響 

生産年齢人口の減少に伴い、 労働力が低下し 、 生産性や地域経済の縮小が予想さ れるほ

か、 地域の祭り 、 行事等のコ ミ ュ ニティ 活動の継続が困難になるこ と が懸念さ れます。 ま

た、 伝統工芸や食文化に携わる職人等が不足し 、 こ れまで培っ てき た技術の継承が困難にな

る と 考えら れます。  

 

４  老年人口（ 6 5 歳以上） が増加するこ と による影響 

老年人口の増加に伴い、 医療・ 介護における人材不足の深刻化や社会保障費の増大が予想

さ れるほか、 ひと り 暮ら し の高齢者世帯の増加など、 高齢者の孤立が懸念さ れます。  
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Ⅲ 人口の将来展望 

 

１  目指す将来像 

日本の人口や群馬県の人口が減少傾向にある中で、 本市の人口は大幅な減少がない状態が

続いています。 こ れは、 本市のこ れまでのまちづく り の成果によるも のであると 言えます。

今後は、 人口構造が変化し ていく 中で人口が減少に大き く 転じ る可能性があり ますが、 本市

が持つ様々な地域特性を活かし 、 魅力あるまちづく り を引き続き 展開するこ と で、 人口減少

社会の中でも 人口が減ら ず、 発展を続ける都市を目指し ます。  

また、 本市と 深く 関わり 影響を 受ける地域を高崎都市圏と 捉え、 行政区域を 超えた広域的

なエリ アで施策を検討し 、 圏域の交流人口の増大を目指し ます。  

そのためには「 住み続けたい」 「 住んでみたい」 と 市内外の方から 思っ ていただけるよう

な、 優し さ に満ち溢れた取り 組みをさ ら に進めると と も に、 「 人・ も の・ 情報」 の交流を生

みビジネスの活性化に繋がる大小のプロジェ ク ト を積極的に仕掛けるこ と で定住人口と 交流

人口を増やし 、 魅力的な都市を目指し ます。  

 

２  将来像に向けた取り 組みの方向性 

都市機能を維持すると と も に、 こ れら の将来像を実現するには、 出生数を増やすと と も に

転入者を増やし 、 転出者を減ら し ていく 必要があり ます。  

こ の将来像の実現に向け、 取り 組みの方向性を定め、 実効性のある各施策を 総合し て対処

し ていく も のと し ます。  

こ のため、 本市において「 し ごと 」 を増やし 、 安定し た雇用を 創出するこ と により 、 移

住・ 定住が促進さ れる と と も に本市における生活をめぐ る様々な問題を積極的に改善・ 改革

し 、 より よい生活の安定を通じ て若者の結婚・ 子育ての希望を叶える社会の実現を 目指すこ

と が必要です。  

   また、 本市の持つ交通の拠点性、 商業・ 業務機能や文化・ 教育機能の集積などを さ ら に進

め、 圏域の中心と し ての本市の集客力を高めていき ます。  

 

３  人口の将来展望 

取り 組みの方向性である“「 し ごと 」 と 「 ひと 」 の好循環づく り ” に対し て直接性のある施

策を効果的に実施するこ と により 、 東京圏を 中心と し た他の地域から 本市に定住する人口が

増加し 、 転入者数が転出者数を上回る、 いわゆる“ 社会増” の状態を継続するこ と で、 将来

的にも 現在と 同水準の人口維持を 目指すこ と と し ます。  


